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マンホール等周囲舗装単価契約(広神、守門、入広瀬地域)工事

特　　記　　仕　　様　　書　

　本工事の施工にあたって受注者は、契約書に基づき、設計図書に従って施工するものとする。また、設計図書
のうち仕様書については、本「特記仕様書」及び別紙記載の「標準仕様書」を適用するものとする。

　本工事は、マンホール等の周囲舗装について、速やかに補修が実施できるように舗装補修の単価契約を行うも
のである。



■ 1 建設工事請負基準約款関係

■ 2 標準仕様書

■ 3 施工条件総括表

□ 4 建設リサイクル法の実施に関する特記仕様書

□ 5 建設副産物に関する特記仕様書

□ 6 再生クラッシャーラン・アスファルト再生クラッシャーランに関する特記仕様書

■ 7 材料指定、排出ガス対策型建設機械、アスベスト含有建設資材関係に関する特記仕様書

□ 8 工事実績情報システム（コリンズ）の登録に関する特記仕様書

■ 9 安全・訓練等の実施に関する特記仕様書

■ 10 建設業退職金共済制度に関する特記仕様書

□ 11 有価物（金属くず）に関する特記仕様書

□ 12 魚沼市週休２日取得モデル工事（令和４年４月試行）【土木工事】特記仕様書

■ 13 魚沼市「熱中症対策に資する現場管理費補正」試行特記仕様書

□ 14 参考資料

□ 15 概算数量発注に関する特記仕様書

■ 16 その他  工事独自の特記仕様書

■ 別添、マンホール等周囲舗装単価契約工事　特記仕様書

□ 17 特例監理技術者及び監理技術者補佐に関する特記仕様書

□ 18 建設現場に設置する「快適トイレ」の特記仕様書

特 記 仕 様 書 一 覧

本工事に使用する特記仕様書は以下のとおりとする。（該当する場合は■とする）



（該当する場合は■とする）
■ 建設工事 建設工事請負基準約款（以下「約款」という。）第1条第3項による。

・ 仮設、施工方法その他工事目的物を完成させるために必要な一切の手段については、約款及び設計図書に別段の定めがある場合を除
き、受注者がその責任において定める。
・施工条件総括表、図面、仕様書、設計図書内容質問及び回答書で特別に定める場合を除く。

■ 社会保険等
加入義務

約款第8条の2による。
受注者は「社会保険等未加入建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）」を下請負人としてはならない。

□ 特許権等の使
用

本工事における約款第９条の特許権、その他の第三者の権利の対象となっている施工方法の指示は、以下のとおりである。
・特許権の内容：　　　　　　　　　　　　　　　・特許権の所有

□ 履行報告 本工事において約款第12条により、履行状況報告を契約工期のほぼ中間で行うものとする。また、監督員が指示した場合は指示した時期に
■ 工事材料の検

査
本工事において約款第14条第2項の規定による検査。

■ 監督員の立会 本工事において約款第15条による立会が必要とされるものは、以下のとおりである。
・2.標準仕様書による。

□ 支給材料及
び貸与品

本工事において約款第16条に定めるものは、以下のとおりである。
・支給材料：　　　　　数量：　　　　　　　　　・貸与品：　　　　　数量 ：　　　　　貸与期間：

■ 条件変更等 　本工事の約款第19条に従い、同条(1)～(5)の内容について照査・精査を行い、監督員に報告すること。その結果に伴い設計変更が生じる
場合は、理由・経緯等を整理し監督員と協議すること。

□ 部分使用 　本工事の約款第34条の引渡前において部分使用を求める部分は、以下のとおり
・部分引渡使用の協議箇所：
・使用協議内容：　　　　　　　　　　　　　　　・使用予定時期：

□ 部分引渡 本工事において、約款第39条の工事の完成に先立って引き渡しを受けるべきことを指定する部分は以下のとおりである。
・部分引渡を求める部分：別紙図面に示した部分
・部分引渡予定時期：　　　　　　　　　　　までとする。
・部分引渡の金額：協議の上決定する。
・部分引渡の検査：魚沼市建設工事検査要綱にによる。

■ 火災保険等
（工事保険）

本工事は、約款第55条の定めによる「火災保険等（工事保険）」に付すべき工事である。
（付保条件）
対象金額 ：火災保険等の対象金額が請負金額以上。
加入期間 ：契約の日から竣工予定日より１４日以上。

■ 火災保険等
（法定外の労
災保険）

本工事は、公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法律第35号）による「法定外の労災保険」に付すべ
き工事である。
（付保条件）
加入期間 ：契約の日から竣工予定日。
※保険金額の多寡や特約の有無等の契約内容は問いません。

1.建設工事請負基準約款関係



（該当する場合は■とする）
■ 土木工事

＜適用範囲＞
本工事の施工にあたって受注者は、契約書・設計図書に基づき施工するものとする。
設計図書のうち仕様書については、本「特記仕様書」及び「新潟県土木工事標準仕様書」を適用するものとする。

□ 新営建築工事
＜適用範囲＞
本工事の施工にあたって受注者は、契約書・設計図書に基づき施工するものとする。
設計図書のうち仕様書については、本「特記仕様書」及び国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）」、「公共建築木造工事標準仕様書」
を適用するものとする。

□ 改修建築工事
＜適用範囲＞
本工事の施工にあたって受注者は、契約書・設計図書に基づき施工するものとする。
設計図書のうち仕様書については、本「特記仕様書」及び国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）」、「公共建築改修工事標準仕様書
（建築工事編）」、「公共建築木造工事標準仕様書」を適用するものとする。

□ 新営電気設備工事
＜適用範囲＞
本工事の施工にあたって受注者は、契約書・設計図書に基づき施工するものとする。
設計図書のうち仕様書については、本「特記仕様書」及び国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）」を適用するものとする。

□ 改修電気設備工事
＜適用範囲＞
本工事の施工にあたって受注者は、契約書・設計図書に基づき施工するものとする。
設計図書のうち仕様書については、本「特記仕様書」及び国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）」、「公共建築改修工事標準仕様
書（電気設備工事編）」を適用するものとする。

□ 新営機械設備工事
＜適用範囲＞
本工事の施工にあたって受注者は、契約書・設計図書に基づき施工するものとする。
設計図書のうち仕様書については、本設計図「特記仕様書」及び国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）」を適用するものとする。

□ 改修機械設備工事
＜適用範囲＞
本工事の施工にあたって受注者は、契約書・設計図書に基づき施工するものとする。
設計図書のうち仕様書については、本「特記仕様書」及び国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）」、「公共建築改修工事標準仕様
書（機械設備工事編）」を適用するものとする。

□ 解体工事
＜適用範囲＞
本工事の施工にあたって受注者は、契約書・設計図書に基づき施工するものとする。
設計図書のうち仕様書については、本「特記仕様書」及び国土交通大臣官房官庁営繕部監修「建築物解体工事共通仕様書」、「建築物解体工事共通仕様書 同解説」を適用す
るものとする。

2.標準仕様書



3.施工条件総括表
下記項目、事項のうち○印欄は、工事施工にあたって制約等を受けることになるので明示する。
なお、明示事項に変更が生じた場合及び明示されてない制約等が発生したときは、発注者と協議し、適切な措置を講ずるものとする。

Ⅰ 関連する別途工事あり
・ ：
・ ：
施工時期、時間、方法の制限あり
・ ：
・ ：
・ ：
関係機関協議による工程条件あり
・ ：
・ ：
その他

Ⅱ 工事用地等の未処理部分あり
・ ：
・ ：
仮設ヤードの指定あり
・ ：
・ ：
その他

Ⅲ 公害防止の制限あり （ □ 騒音・振動、 □ 排出ガス、 □ 粉じん、 □ 水質等 ）
・ ：
・ ：
家屋等の調査の必要性あり
・ ：
・ ：
その他

Ⅳ 交通安全施設等の指定あり
・ ：

（勤務実績提出の必要あり）
・ ：
近接作業制限あり （ □ 鉄道、 □ ガス、 □ 水道、 □ 電気、 □ 電話等、 ）
・ ：
・ ：
・ ：

明 示 項 目 施 工 条 件
工 程 関 係 １．

工 事 名
予 定 期 間

２．
時 期
時 間
方 法

３．
協 議 内 容
完了予定時期

４．

用 地 関 係 １．
処理見込時期
区 間

２．
場 所
期 間

３．

公 害 対 策 関 係 １．
施 工 方 法
作 業 時 間

２．
方 法
範 囲

３．

安 全 対 策 関 係 ①．
交通誘導警備員 2人/箇所

その他 施設 等
２．

内 容
工 法 制 限
作業時間制限



明 示 項 目 施 工 条 件
Ⅳ 発破作業あり

・ ：
・ ：
・ ：
防護施設（落石、雪崩、土砂崩落等）
・ ：

その他

Ⅴ 一般道路を搬入路としての制限あり
・ ：
・ ：
・ ：
一般道路の占用
・ ：
・ ：
・ ：
仮設道路措置
・ ：
・ ：
・ ：
・ ：
その他

Ⅵ 仮設備の指定あり

仮設備の条件指定あり

仮設備の転用、兼用あり
・ ：
・ ：
イメージアップあり
・ ：
その他

安 全 対 策 関 係 ３．
保安設備及び保安要員
防 護 工
作業時間制限

４．
内 容

⑤．
・建設工事公衆災害防止対策要綱(国土交通省 告示第496号 令和元年9月2日)を遵守して災害の防止に努めること。

・交通規制については、警察等関係機関との協議を行うこと。

・関係機関への周知・協議を行うこと。（消防署、ゴミ収集関係、通学路関係、公共交通関係 等）

工 事 用 道 路 関 係 １．
搬 入 経 路
期 間
使用後の措置

②．
期 間 工事期間中
規 制 条 件 道路管理者及び警察等関係機関の指示に従うこと
時 間 制 限

３．
工法指定の有無
用 地 関 係
安 全 施 設
工事完了 後の「存 置」また は 「撤去 」

４．

仮 設 備 関 係 １．

２．

３．
工 種
内 容

４．
内 容

５．

・交通誘導警備員については、警察等関係機関及び地域との協議により交通処理方法等の変更が生じた場合や現地の状況により、これによりがた
い場合は監督員と協議すること。

・自家警備を使用する際は事前に監督員と協議し、新潟県からの通知文（令和2年12月16日　技第７４２号の３）に従うこと。なお、使用する際は安
全教育等を徹底し事故防止に努めること。



明 示 項 目 施 工 条 件
Ⅶ 別紙「建設副産物関係に関する特記仕様書」のとおり

Ⅷ 占用支障物件あり （ □ 電気、 □ 電話、 □ 水道、 □ 下水道、 □ ガス ）
・ ：
・ ：
・ ：
占用物件重複施工あり
・ ：

その他

Ⅸ 濁水、湧水処理の特別な対策あり
・ ：

Ⅹ 薬液注入工法あり
・

Ⅺ 現場発生材あり
・ ：
・ ：
支給品および貸与品あり
・ ：
・ ：
品質証明の対象工事である。
・ 標準仕様書第１編(章)１－１－１－２４による。

その他

残土・産業廃棄物関係

工 事 支 障 物 件 等 １．
内 容
移設、撤去、防護方法等
時 期

２．
内 容

③．
・架空線等上空施設の現地調査(場所、種類、高さ等)を着手前に行い、支障物件の有無に関わらず、監督員へ報告すること。

※土木工事では、架空線の防護カバーは諸経費に含まれるため設計変更の対象となりません。

・移設を予定していない占用物件が支障となった場合は、監督員と協議すること。

排 水 工 １．
（ 濁 水 処 理 含 む ） 内 容

薬 液 注 入 関 係 １．
別紙条件明示による。

そ の 他 １．
品 名
納 入 場 所

２．
品 名
引 渡 し 場 所

３．

④．
・着手届には、着手前写真、主任（監理）技術者の資格者証、工程表、下請負人指導責任者配置届（下請を使用する場合）を添付すること。

・工事着手前に工事の概要、工程等を関係者に周知を図ること。

・工事中、沿線住民から苦情または意見等があった場合は丁寧に対応し、ただちに監督員に報告すること。
・設計変更が生じる場合は、理由・経緯等を整理し監督員と協議すること。



○材料指定関係

　材料名・材料規格については、参考資料で指定している。なお、参考資料の仮設工における数量・材料名・材料規格は、他の設計図書に明示
されていない限り積算のための参考であるので、指定とはならない。

○排出ガス対策型建設機械関係

　排出ガス対策型建設機械（第２次基準及び第３次基準）を標準としている施工においては、これを積極的に使用し普及促進に努めること。

○アスベスト含有建設資材関係

　本工事においては、アスベスト含有建設資材を使用してはならない。

7.材料指定、排出ガス対策型建設機械、アスベスト含有建設資材関係に関する特記仕様書



9.安全・訓練等の実施に関する特記仕様書

1.安全・訓練等の実施
　本工事の施工に際し、現場に即した安全・訓練等について、工事着手後原則として作業員全員の参加により月当たり半日以上の時間を割り当て、下
記の項目から実施内容を選択し、現場に即した安全・訓練等を実施するものとする。
　なお、作業員全員の参加が困難な場合は、複数回に分けて実施することも可とする。

① 安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育
② 当該工事内容等の周知徹底
③ 工事安全に関する法令、通達、指針等の周知徹底
④ 当該工事における災害対策訓練
⑤ 当該工事現場で予想される事故対策
⑥ その他、安全・訓練等として必要な事項

2. 安全・訓練等に関する施工計画書の作成(工事請負額が500万円未満の工事は、施工計画書の作成を省略できるものとする。)
　施工に先立ち作成する施工計画書に、本工事の内容に応じた安全・訓練等の具体的な計画を作成し、監督員に提出するものとする。

3. 安全・訓練等の実施状況報告
　安全・訓練等の実施状況をビデオ・写真等又は工事報告（工事月報）に記録した資料を整備及び保管する。
　　また、監督員から請求があった場合は保管している資料を直ちに提示するものとする。

4.事故報告
　工事の施工中に事故が発生した場合、速やかに「事故速報」を監督員に提出するものとする。
　速報後は、事実確認を進めるとともに、「事故発生報告書」を監督員に提出するものとする。なお、当該事故の原因に即した具体的な再発防止策を記
載した「事故防止対策書」のほか、必要な書類を添付するものとする。



10.建設業退職金共済制度に関する特記仕様書

　魚沼市が発注した建設工事にあたっては、建設労働者の福利厚生の増進を図り建設産業の健全な発展に資するため、建設業退職金共済制度の対
象となる現場労働者について、適切な対応を図れるよう下記について実施すること。

1.受注者は、建設業退職金共済制度に加入するよう努め、建設業退職金共済紙購入状況報告書を工事完成時に監督員に提出すること。

2.受注者は、工事現場又は現場事務所の見やすい場所に「建設業退職金共済制度適用事業主工事現場標識」（シール）の掲示を行うこと。
3.受注者（下請契約を締結したときは、下請負業者を含む。）が、退職金支給制度（中小企業退職金共済等の加入を含む。）を有し、建設業退職金共済
制度の対象となる現場労働者を使用しないで施工するときは、その旨を書面により提出すること。

4.下請負業者への加入促進と、制度の普及について配慮すること。



https://www.city.uonuma.lg.jp/site/nyusatu/1657.html

13.「魚沼市熱中症対策に資する現場管理費補正」試行特記仕様書

　本工事は、「魚沼市熱中症対策に資する現場管理費補正」の試行対象案件である。 

　受注者は、受注後速やかに「魚沼市熱中症対策に資する現場管理費補正」の希望の有無について、打合せ簿により
監督員と協議を行うものとする。 

　協議により試行する場合は、「魚沼市熱中症対策に資する現場管理費補正」試行実施要領に基づき行うものとする 。



マンホール等周囲舗装単価契約工事 特記仕様書

本契約に伴う施工にあたっては、新潟県土木工事標準仕様書に基づき施工す

るものとするほか、本特記仕様書を遵守して施工するものとする。

1.適用範囲

本特記仕様書は、下水道マンホール蓋、蓋受枠、ガス・水道弁筐等と既設

アスファルト舗装との段差擦り付け舗装補修工事について適用する。

2.施工場所

施工場所は、発注者が指示した箇所を施工するものとする。また、発注者

が指示した以外の箇所においても、受注者が段差を確認し、補修の必要があ

ると判断した箇所は発注者に報告し、施工を行うか否かについて発注者の指

示を受けなければならない。

3.施工方法

契約における１箇所当りの面積は平均値として積算しているものであり、

実際の施工においてはその面積にとらわれず、受注者の判断で個別箇所毎に

必要な擦り付け範囲を適切に施工しなければならない。

4.施工時期

受注者は発注者から指示を受けたらその都度、速やかに施工しなければな

らない。やむを得ず施工までに日数を要する場合においても、指示を受けた

日より６０日以内には完了させることを原則とする。また、新潟県が管理す

る国道、県道に関する箇所の施工は、遅くとも１１月３０日までに完了させ

るものとする。ただし、１１月１日以降に指示する箇所についてはその都度

協議するものとする。

5.交通安全対策

道路上での施工においては、車両、歩行者の安全対策に十分に配慮すると

ともに、道路使用許可等必要となる手続きは受注者が行うものとする。

6.工事資料の提出

施工終了後、請負者は施工写真等工事関係資料を速やかに提出するものとす

る。なお、国県道にかかる箇所は２部提出するものとする。

7.その他

本仕様書に定めのない事項、疑義が生じた場合は発注者と受注者が協議して、

その都度定めることとする。


